
妊産婦にかかる
保健・医療の現状と関連施策

（追加資料）

平成31年3月15日 参考資料３第2回 妊産婦に対する保健・医療体制の在り方に関する検討会
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○ 妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提供できることを目的とするもの
○ 保健師等を配置して、妊産婦等からの相談に応じ、健診等の「母子保健サービス」 と地域子育て支援拠点等の 「子育て支
援サービス」 を一体的に提供できるよう、必要な情報提供や関係機関との調整、支援プランの策定などを行う機関

〇 母子保健法を改正し、子育て世代包括支援センターを法定化（2017年４月１日施行）（法律上は「母子健康包括支援センター」）
➢実施市町村数：７６１市区町村（１，４３６か所）（2018年４月１日現在） ➢２０２０年度末までに全国展開を目指す。
※各市区町村が実情に応じて必要な箇所数や管轄区域を判断して設置。

保健所 児童相談所
子育て支援機関

医療機関（産科医、小児科医等）

①妊産婦等の支援に必要な実情の把握 ②妊娠・出産・育児に関する相談に応じ、必要な情報提供・助言・保健指導

③支援プランの策定 ④保健医療又は福祉の関係機関との連絡調整

※医師、歯科医師、栄養士・管理栄養士、歯科衛生士、理学療法士、心理職などの専門職の配置・連携も想定される。

子育て世代包括支援センター

妊産婦等を支える地域の包括支援体制の構築

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援

障害児支援機関

妊娠前 妊娠期 出産 産後 育児

妊婦健診

乳児家庭全戸訪問事業

子育て支援策
・保育所・認定こども園等
・地域子育て支援拠点事業
・里親 ・乳児院
・養子縁組
・その他子育て支援策

両親学級等

妊娠に関する
普及啓発

不妊相談

乳幼児健診

予防接種

産前・産後サポート事業 産後ケア事業

近隣住民やボランティアなどによるインフォーマルなサービス

養育支援訪問事業

利用者支援実施施設

民間機関・関係団体

ソーシャル
ワーカー
ソーシャル
ワーカー

看護師助産師保健師

産婦健診

サ
ー
ビ
ス
（
現
業
部
門
）

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（
必
須
）

母子保健支援

子育て支援

子育て世代包括支援センターの全国展開
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養育支援訪問事業（概要）

１．事業の目的

乳児家庭全戸訪問事業等により把握した保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童若しくは保護者に監護させることが不適当であ
ると認められる児童及びその保護者又は出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦に対し、その養育が適切
に行われるよう、当該居宅において、養育に関する相談、指導、助言その他必要な支援を行うことを目的とする。

（児童福祉法第６条の３第５項に規定される事業）

３．実施率の推移
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内閣府所管年金特別会計子ども・子育て勘定 子ども・子育て支援交付金
補助率：国1/3（都道府県1/3、市町村1/3） ※国、地方ともに消費税財源

○ 養育支援が特に必要であると判断される家庭に対して、保健師・助産師・保育士等が居宅を訪問し、養育に関する指導、助言等を行う。
（１）妊娠期からの継続的な支援を特に必要とする家庭等に対する安定した妊娠出産・育児を迎えるための相談・支援。
（２）出産後間もない時期（概ね１年程度）の養育者に対する育児不安の解消や養育技術の提供等のための相談・支援。
（３）不適切な養育状態にある家庭など、虐待のおそれやそのリスクを抱える家庭に対する養育環境の改善や子の発達保障等のための相談・支援。
（４）児童養護施設等の退所又は里親委託の終了により児童が復帰した後の家庭に対して家庭復帰が適切に行われるための相談・支援。
○ 訪問支援者（事前に研修を実施）
・専門的相談支援･･･保健師、助産師、看護師、保育士、児童指導員等
・育児・家事援助･･･子育て経験者、ヘルパー等

２．事業の内容

４．イメージ図

市町村

関係機関からの連絡・通告等
①乳児家庭全戸訪問の実施結果や、
関係機関からの連絡・通告等

（保健師等）

要対協

（例）
・望まない妊娠
・育児ストレス
・虐待リスク

支援が必要な家庭

連携

②訪問支援

法定化（努力義務化）

1,476／1,741市町村創 設

支援が必要な家庭への支援
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母子生活支援施設の概要

○ 母子生活支援施設は、「配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその者の監護すべき児童を入所させて、
これらの者を保護するとともに、これらの者の自立の促進のためにその生活を支援し、あわせて退所した者について相談その
他の援助を行うことを目的とする施設」（児童福祉法第38条）である。児童（18歳未満）及びその保護者（配偶者のない女子
又はこれに準ずる事情にある女子）が対象であるが、児童が満20歳に達するまで在所させることができる。

目 的目 的

○ 施設への入所は、都道府県、市及び福祉事務所を設置する町村が児童福祉法に基づいて行う入所契約により行われる。

入所手続入所手続

【参 考】児童福祉法第23条
① 都道府県等は、それぞれその設置する福祉事務所の所管区域内における保護者が、配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある
女子であって、その者の監護すべき児童の福祉に欠けるところがある場合において、その保護者から申込みがあったときは、その
保護者及び児童を母子生活支援施設において保護しなければならない。（後略）

② 前項に規定する保護者であって母子生活支援施設における保護の実施（以下「母子保護の実施」という。）を希望するものは、
厚生労働省令の定めるところにより、入所を希望する母子生活支援施設その他厚生労働省令の定める事項を記載した申込書を都道府
県等に提出しなければならない。（後略）

○ 母子生活支援施設には、各母子世帯の居室のほかに集会・学習室等があり、母子支援員、保育士（保育所に準ずる設備の
ある場合）、少年指導員兼事務員、調理員等、嘱託医を配置。

○ その他加算等：①小規模分園型（サテライト）母子生活支援施設、②特別生活指導費加算、③被虐待児受入加算
① 入所する母子家庭のうち、早期の自立が見込まれる者について地域社会の中の小規模な施設で生活することによって自立を促進。
② 障害のある親等処遇が困難な母子については、手厚い保護・指導が必要であるため、母子支援員を加配。
③ 虐待を受けた子どもについては、入所当初の関わりが特に重要なことから、職員との信頼関係の構築及び愛着の形成などのため、
虐待を受けた子どもへの支援の充実を図るため、その受入児童数（入所後１年間）に応じて、職員の雇上や日常諸費等を支弁。

職員配置等職員配置等

施設数等施設数等

施設数 定 員 現 員（充足率）

227か所 4,648世帯 3,789世帯（82％）

（※）平成29年度福祉行政報告例（平成30年３月末現在）

○施設整備費：次世代育成支援対策施設整備交付金により補助
（次世代育成支援対策推進法第11条第１項）

○運営費：児童入所施設措置費等国庫負担金により費用負担
（児童福祉法第53条）

費用補助費用補助
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乳児院や児童養護施設等の高機能化及び多機能化・機能転換等を図るため、育児指導機能の強化や医療機関との連携強化、特定
妊婦等への支援体制の強化等に係る事業の実施に要する費用を補助。
①育児指導機能強化事業

乳児院等における保護者等への支援のため、施設に育児指導を行う者を配置し、子どもの発達段階に応じた子育て方法を一緒
に行いながら伝えること等により、親子関係の強化や親子関係再構築のための育児指導機能の充実を図る。

②医療機関等連携強化事業
乳児院等における医療機関との連携強化を図るため、医療機関との連絡調整等を担う職員を配置することにより、医療的ケア

が必要な児童等の円滑な受入を促進する。
③産前・産後母子支援事業

妊娠期から、出産後の養育への支援が必要な妊婦等への支援体制を強化するため、乳児院や母子生活支援施設、産科医療機関
等にコーディネーターを配置し、妊娠期から出産後までの継続した支援を提供する。
ⅰ 予期せぬ妊娠など妊娠、出産について悩む妊婦のための相談窓口を開設する。
ⅱ 相談等を通じて支援が必要な妊婦等を把握した時は、妊婦等の心身の状況や現在の生活状況を踏まえ、支援計画を作成する。
ⅲ 産前産後に必要となる妊娠相談、分娩、生活相談、住居支援について、既存資源の活用も含めて調整し、支援を提供する。
ⅳ 特定妊婦等や出産後の母と子に対して、一時保護委託等を受けることにより緊急的な住まいを提供し、看護師による専門性

を活かした支援を実施するとともに、自立に向けた家事などの日常生活上の援助や住まいの確保に向けた支援等を行う。
ⅴ 出産後、自ら子どもを育てることができない場合など、母親が希望する場合には、児童相談所と連携し、特別養子縁組に向

けた支援を行う。
［拡充内容］

・2018年度まで実施していたモデル事業を全国展開 ※乳児院等多機能化推進事業に編入

・妊婦及び出産後の母子を入所させるために必要となる施設の改修費・備品費等を新たに補助対象に追加

都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市・市及び福祉事務所設置町村

国：１／２、都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市：１／２
国：１／２、都道府県：１／４、市及び福祉事務所設置町村：１／４ ※市及び福祉事務所設置町村が実施する場合

乳 児 院 等 多 機 能 化 推 進 事 業

１．事業内容

２．実施主体

【平成31年度予算案】169億円の内数（児童虐待・DV対策等総合支援事業）

３．補助率
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①育児指導機能強化事業 4,887千円

②医療機関等連携強化事業
ⅰ 連絡調整を担う職員 1,924千円
ⅱ 連絡調整を担う職員が看護職員であって、直接支援も実施する場合
ア 医療的ケアが必要な児童が１人から５人以下の場合 2,060千円
イ 医療的ケアが必要な児童が６人以上９人以下の場合 4,833千円
ウ 医療的ケアが必要な児童が10人以上の場合 6,257千円

③産前・産後母子支援事業
ⅰ 支援コーディネーターの配置等 １か所当たり 7,068千円
ⅱ 看護師の配置等 １か所当たり 4,838千円

補助職員を配置する場合 １か所当たり 1,059千円加算
ⅲ 改修費・備品費等 １か所当たり 8,000千円 ≪新規≫

自立

都道府県
（児童相談所）

育児育児出産出産妊娠期妊娠期

委託

乳児院、母子生活
支援施設、産科医

療機関等

相談窓口の設置
（支援が必要な者を把握）

支援計画の策定
（関係機関が参画）

コーディネーター

出産
（産科医療機関と連携）

居住支援・生活支援・就業支援等
（母子生活支援施設や一般住宅等）※改修費・備品費等≪新規≫

特別養子縁組支援（希望者）
（児童相談所と連携）

看護師による支援（妊産婦のケア、乳幼児の育児支援等）

≪産前・産後母子支援事業≫

４．補助基準額（案）
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養 子 縁 組 民 間 あ っ せ ん 機 関 助 成 事 業

民間養子縁組あっせん機関に対して、人材育成を進めるための研修の受講費用、「民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに
係る児童の保護等に関する法律」の施行に伴い対応が必要な第三者評価受審費用等を助成するとともに、実親や養親希望者等の負担
軽減等に向けた支援体制の構築に向けたモデル事業を実施する。併せて、養親希望者の負担軽減を図る。
①養子縁組民間あっせん機関基本助成事業

ⅰ 養子縁組民間あっせん機関等職員研修参加促進事業
養子縁組あっせん責任者研修及び民間あっせん機関の職員や児童相談所の職員等の資質向上を図るための研修に参加するた

めの、旅費及び研修代替要員費、参加費用について補助
ⅱ 第三者評価受審促進事業≪新規≫

養子縁組民間あっせん機関が第三者評価を受審するための受審費用について補助

②養子縁組民間あっせん機関支援体制構築等モデル事業 ※公募により選定
ⅰ 養親希望者等支援モデル事業

児童相談所等の関係機関と連携し、子どもとの事前のマッチングや養子縁組後の相談・援助、養親同士の交流の場の提供な
ど、養親希望者等の負担軽減に向けた支援体制を構築

ⅱ 障害児等支援モデル事業
障害児や医療的ケア児など特別な支援を要する子どもを対象にしたあっせん及び養子縁組成立前後の支援体制を構築

ⅲ 心理療法担当職員の配置による相談支援体制構築モデル事業≪新規≫
心理療法担当職員を配置し、実親や養親希望者からの相談に応じるとともに、養子縁組成立後の実親への心理的ケア、養子

縁組家庭への定期的な訪問や相談窓口の開設等により、養子縁組成立前後の心理的な負担を軽減するための相談支援体制を構
築

ⅳ 特定妊婦への支援体制構築モデル事業≪新規≫
産科医療機関とも連携して特定妊婦からの相談に応じるとともに、看護師を配置し、産科医療機関と連携した妊娠期のケア

や、出産後の母子への養育支援、自立に向けた関係機関と連携した就業支援等、特定妊婦への支援体制を構築

③養親希望者手数料負担軽減事業≪新規≫
民間あっせん機関による養子縁組のあっせんを利用する養親希望者は、児童相談所による場合と異なり、手数料を負担する可

能性が高いことから、児童相談所が関与する養子縁組里親とのバランスを考慮して、養親希望者の手数料負担を軽減する。

都道府県・指定都市・児童相談所設置市

１．事業内容

２．実施主体

【平成31年度予算案】169億円の内数（児童虐待・DV対策等総合支援事業）
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民間あっせん機関を利用する養親希望者の手数料負担の軽減≪新規≫

①養子縁組民間あっせん機関基本助成事業
ⅰ 養子縁組民間あっせん機関等職員研修参加促進事業 受講者１人当たり 53千円
ⅱ 第三者評価受審促進事業 １か所当たり 300千円≪新規≫

②養子縁組民間あっせん機関支援体制構築等モデル事業
ⅰ 養親希望者等支援モデル事業 １か所当たり 4,183千円 → 4,551千円
ⅱ 障害児等支援モデル事業 １か所当たり 2,484千円 → 2,942千円
ⅲ 心理療法担当職員の配置による相談支援体制構築モデル事業 １か所当たり 0千円 → 6,072千円≪新規≫
ⅳ 特定妊婦への支援体制構築モデル事業 １か所当たり 0千円 → 6,244千円≪新規≫

③養親希望者手数料負担軽減事業 １人当たり 30万円を上限≪新規≫

ⅰ 養親希望者等支援モデル事業 15か所
ⅱ 障害児等支援モデル事業 10か所
ⅲ 心理療法担当職員の配置による相談支援体制構築モデル事業 15か所≪新規≫
ⅳ 特定妊婦への支援体制構築モデル事業 10か所≪新規≫

国：１／２、都道府県・指定都市・児童相談所設置市：１／２

５．補助率

３．補助基準額（案）

４．予算か所数

実親や養親希望者等の負担軽減等に向けたモデル的な取組

➢心理療法担当職員の定期的な家庭訪問等による
養子縁組成立前後の養育支援≪新規≫

➢特定妊婦等に対する相談支援≪新規≫

➢児童相談所等の関係機関と連携した支援

➢特別な支援を要する子どものあっせん及び支援

（参考）2018年10月1日現在：11事業者（許可を受けた事業者数）※左記の他、許可申請中の事業者有り。

※養子縁組民間あっせん機関支援体制構築等モデル事業
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女性健康支援センター事業

○ 対象者

思春期、妊娠、出産、更年期等の各ライフステージに応じた相談を希望する者

（不妊相談、望まない妊娠、メンタルヘルスケア、性感染症の対応を含む）

○ 事業内容

（１）身体的、精神的な悩みを有する女性に対する相談指導

（２）相談指導を行う相談員の研修養成

（３）相談体制の向上に関する検討会の設置

（４）妊娠に悩む者に対する専任相談員の配置

（５）（特に妊娠に悩む者）が、女性健康支援センターの所在等を容易に把握することができるよう、その所在地及び連絡先を

記載したリーフレット等を作成し、対象者が訪れやすい店舗等で配布する等広報活動を積極的に実施

（６）特定妊婦等に対する産科受診等支援（平成３１年度予算案から計上）

○ 実施担当者 ・・・ 医師、保健師又は助産師等

○ 実施場所（実施主体：都道府県・指定都市・中核市）

全国７３ヵ所（平成３０年７月１日時点） ※自治体単独１３か所
４７都道府県、札幌市、仙台市、さいたま市、 千葉市、横浜市、川崎市、新潟市、静岡市、浜松市、名古屋市、京都市、大阪市、堺市、神戸市、広島市、北九州市、福岡市、八戸市、盛岡市、福島市、

川越市、八王子市、鳥取市、呉市、久留米市、宮崎市

○ 予算額等 平成３１年度予算案 １１３百万円
（平成30年度基準額 148,900円×実施月数）（補助率 国1/2、都道府県・指定都市・中核市1/2）

（夜間・休日加算の新設）

○ 相談実績 平成２８年度：５３，１２９件（内訳：電話３１，７３１件、面接１６，０５２件、メール４，０３９件、その他１，３０７件）

○ 相談内容 ・女性の心身に関する相談（２８，１０７件） ・不妊に関する相談（１１，４６２件） ・思春期の健康相談（８，７７４件）

・妊娠・避妊に関する相談（９，５２５件） ・メンタルケア（１１，８５９件） ・婦人科疾患・更年期障害（６１９件） ・性感染症等（８１９件）

？

○事業の目的
思春期から更年期に至る女性を対象とし、各ライフステージに応じた身体的・精神的な悩みに関する相談指導や、相談指導
を行う相談員の研修を実施し、生涯を通じた女性の健康の保持増進を図ることを目的とする。
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特定妊婦等に対する産科受診等支援（案）

○ 実施主体 ・・・ 女性健康支援センター事業を実施する都道府県、指定都市、中核市
（医療法人その他の機関又は団体に委託することが可能）

○ 対象者
特定妊婦と疑われる者
（特定妊婦：出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦（児童福祉法第６条の３第５項））

○ 事業内容
女性健康支援センターにおいて、予期せぬ妊娠等により妊娠に悩む者を把握した場合には、面談・訪問相談等によりその状況を

確認し、関係機関と連携を行うとともに、産科受診等が困難な特定妊婦と疑われる場合には、産科等医療機関への同行支援や初回
産科受診料に対する助成※を行う。※特定妊婦と疑われる者のうち、支援の必要が認められると自治体が判断する者

○ 実施担当者 ・・・ 保健師、看護師又は助産師等

○ 予算額等 ・・・ 平成31年度予算案 113百万円(女性健康支援センター事業)の内数

（補助率 国1/2,都道府県・指定都市・中核市1/2）

○ 妊娠・出産について周囲に相談できずに悩む者については、予期しない妊娠、経済的困窮、社会的孤立、DVなどの様々な背景があ
り、
妊婦健診未受診での分娩や０歳０日での虐待死に至る場合があるなど、妊娠期から支援することが重要である。

○ このため、予期せぬ妊娠等の相談対応を行う女性健康支援センターにおいて、特定妊婦と疑われる者を把握した場合に、医療機関等
への同行支援等を行うことによりその状況を確認し、関係機関へ確実につなぐ体制を整備する。

事 業 目 的

予期せぬ妊娠相談
（女性健康支援センター）

産科受診等支援
※特定妊婦と疑われる者のうち、支援の必要が認
められると自治体が判断する者について、医療
機関における妊娠判定にかかる費用を補助

産科受診等が困難な
特定妊婦と疑われる者

必要に応じて
面談・訪問相談実施
（対象者との
信頼関係の構築）

妊娠検査薬により
妊娠判定実施

事 業 内 容

子育て世代包括支援センター、要保護児童対策地域協議会等関係機関

連携 連携

（イメージ）

＜女性健康支援センター事業の拡充＞
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体外受精・顕微授精の実施数・出生児数について

治療延べ件数（人） 出生児数(人) 累積出生児数（人）
１回の治療から
出生に至る確率

（％）

新鮮胚（卵）を用いた治療 ２５５，８２８ ９，４３２ ２３７，２５４ ３．６９

体外受精を用いた治療 ９４，５６６ ４，２６６ １２９，４６０ ４．５１

顕微授精を用いた治療 １６１，２６２ ５，１６６ １０７，７９４ ３．２０

凍結胚（卵）を用いた治療 １９１，９６２ ４４，６７８ ２９９，４８３ ２３．２７

合 計 ４４７，７９０ ５４，１１０ ５３６，７３７ １２．０８

１．体外受精・顕微授精の実施数（平成28年）

資料）日本産科婦人科学会が集計した平成28年実績
（注：１回の治療から出生に至る確率=「出生児数」／「治療のべ件数」（％）２．体外受精・顕微授精による出生児数の推移

年 体外受精・顕微授精出生児数（人） 総出生児数（人） 割合（％）

２００７年（H１９） １９，５９５ １，０８９，８１８ １．８０

２００８年（H２０） ２１，７０４ １，０９１，１５６ １．９９

２００９年（H２１） ２６，６８０ １，０７０，０３５ ２．４９

２０１０年（H２２） ２８，９４５ １，０７１，３０４ ２．７０

２０１１年（H２３） ３２，４２６ １，０５０，８０６ ３．０９

２０１２年（H２４） ３７，９５３ １，０３７，２３１ ３．６６

２０１３年（H２５） ４２，５５４ １，０２９，８１６ ４．１３

２０１４年（H２６） ４７，３２２ １，００３，５３９ ４．７１

２０１５年（H２７） ５１，００１ １，００５，６７７ ５．０７

２０１６年（H２８） ５４，１１０ ９７６，９７８ ５．５４

（注：体外受精・顕微授精出生児数は、新鮮胚（卵）を用いた治療数と凍結胚（卵）を用いた治療数の合計（日本産科婦人科学会の
集計による）。総出生児数は、人口動態統計による。
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不妊に悩む方への特定治療支援事業について

○ 要旨 不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、高額な医療費がかかる配偶者間の不妊治療に要する費用の一部を助成
○ 対象治療法 体外受精及び顕微授精（以下「特定不妊治療」という。）
○ 対象者 特定不妊治療以外の治療法によっては妊娠の見込みがないか、又は極めて少ないと医師に診断された法律上の婚姻

をしている夫婦（治療期間の初日における妻の年齢が４３歳未満である夫婦）
○ 給付の内容 ①１回１５万円（初回の治療に限り３０万円まで助成）

※凍結胚移植（採卵を伴わないもの）及び採卵したが卵が得られない等のため中止したものついては、１回７.５万円

通算回数は、初めて助成を受けた際の治療期間初日における妻の年齢が、４０歳未満であるときは通算６回まで、
４０歳以上４３歳未満であるときは通算３回まで助成

②男性不妊治療を行った場合は１５万円（初回の治療に限り３０万円まで助成）
※精子を精巣又は精巣上体から採取するための手術

○ 所得制限 ７３０万円（夫婦合算の所得ベース）
○ 指定医療機関 事業実施主体において医療機関を指定
○ 実施主体 都道府県、指定都市、中核市
○ 補助率 １／２（負担割合：国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／２）
○ 予算額 平成３１年度予算案１６４億円（平成３０年度予算１６３億円）

平成１６年度 １７，６５７件
平成１７年度 ２５，９８７件
平成１８年度 ３１，０４８件
平成１９年度 ６０，５３６件
平成２０年度 ７２，０２９件
平成２１年度 ８４，３９５件
平成２２年度 ９６，４５８件
平成２３年度 １１２，６４２件
平成２４年度 １３４，９４３件
平成２５年度 １４８，６５９件
平成２６年度 １５２，３２０件
平成２７年度 １６０，７３３件
平成２８年度 １４１，８９０件

１．事業の概要

３．支給実績
平成１６年度創設 １年度あたり給付額10万円、通算助成期間２年間として制度開始
平成１８年度 通算助成期間を２年間→５年間に延長
平成１９年度 給付額を１年度あたり１回10万円・２回に拡充、所得制限を650万円→730万円

に引き上げ
平成２１年度補正 給付額１回10万円→15万円に拡充
平成２３年度 １年度目を年２回→３回に拡充、通算10回まで助成
平成２５年度 凍結胚移植(採卵を伴わないもの)等の給付額を見直し（15万円→7.5万円）
平成２５年度補正 安心こども基金により実施
平成２６年度 妻の年齢が40歳未満の新規助成対象者の場合は、通算６回まで助成

（年間助成回数・通算助成期間の制限廃止）※平成25年度の有識者検討会の報告書
における医学的知見等を踏まえた見直し（完全施行は平成28年度）

平成２７年度 安心こども基金による実施を廃止し、当初予算に計上
平成２７年度補正 初回治療の助成額を15万→30万円に拡充

男性不妊治療を行った場合、15万円を助成
平成２８年度 妻の年齢が43歳以上の場合、助成対象外。妻の年齢が40歳未満の場合は通算６回ま

で、40歳以上43歳未満の場合は通算３回まで助成（年間助成回数・通算助成期間の
制限廃止）

平成３１年度（案）男性不妊治療にかかる初回の助成額を15万→30万円に拡充

２．沿 革
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